
熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、「平成２８年熊本地震」により甚大な被害を受けた地域において、中小企

業等グループ又はその構成員が実施する施設等の復旧整備事業に要する経費について、当

該補助事業者に対し予算の範囲内において中小企業等グループ施設等復旧整備補助金（以

下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、熊本県補助金等交

付規則（昭和５６年規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要

綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「平成２８年熊本地震」とは、平成２８年４月１４日以降に発生

した熊本県を中心とする一連の地震活動をいう。 

２ この要綱において「中小企業者」とは、中小企業支援法（昭和３８年法律第１４７号。）

第２条第１項に規定する者をいう。 

３ この要綱において「中小企業等グループ」とは、複数の中小企業者等から構成される集

団をいう。 

４ この補助金において「復興事業計画」とは、平成２８年熊本地震に係る復興のために、

中小企業等グループが実施する事業の計画をいう。 

 

（交付の目的） 

第３条 補助金は、平成２８年熊本地震により甚大な被害を受けた地域において、中小企業

等グループが、復興事業計画に基づき、産業活力の復活、被災地域の復興、コミュニティ

の再生、雇用の維持等に重要な役割を果たすと見込まれる場合において、その事業に要す

る経費の一部を補助することにより、平成２８年熊本地震に係る被災地域の復旧及び復興

を促進することを目的とする。 

 

（交付対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる中小企業等グループ又はその構成員は、中小企業等グルー

プ施設等復旧整備補助事業復興事業計画認定要綱（平成２８年６月２０日施行）第６条に

より復興事業計画の認定を受けた県内に事業所等を置く中小企業等グループ又はその構成

員とする。 

２ 補助金の交付対象となる経費は、中小企業等グループ又はその構成員の施設又は設備で

あって、平成２８年熊本地震により損壊若しくは滅失又は継続して使用することが困難に

なったもののうち、中小企業等グループが復興事業計画に基づき事業を行うのに不可欠で

あり、かつ、原則として県内の施設及び設備の復旧・整備並びに商業機能の復旧促進のた



めの事業に要する経費（以下「経費」という。）であって、知事が補助の対象としたもの

とする。 

３ 前項の経費には、復興事業計画の実施に不可欠な範囲で、施設及び設備を新たに整備等

するための経費を加えることを妨げない。 

４ 前２項における交付対象経費については、別表のとおりとする。 

 

（補助率等） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する経費の４分の３以内とする。 

２ 中小企業者以外の会社の施設又は設備の復旧・整備等に要する経費については、前項に

おいて「４分の３以内」とあるのは「２分の１以内」と読み替える。 

３ 前２項の補助金の上限額は、１事業者あたり１５億円とする。 

 

（交付申請） 

第６条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）補助事業計画書 

（２）その他知事が必要と認める書類 

３ 中小企業等グループ又はその構成員は、規則第３条第１項の申請をするに当たって、 当

該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費

税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕

入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じ

て得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなけ

ればならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りでない。 

４ 次の各号のいずれかに該当する中小企業等グループ又はその構成員は、交付申請をする

ことができない。 

（１）暴力団排除条例 （平成２２年熊本県条例第５２号）に規定する暴力団又は暴力団員

等 

（２）県税に未納がある者 

５ 知事は、前項第１号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県警本部

長あて照会することができる。 

 

（決定の通知） 

第７条 規則第６条の規定による補助金等の交付決定の通知は、別記第２号様式により行う

ものとする。 



２ 知事は、補助金の交付の決定に当たって、前条第３項の規定により消費税等仕入控除税

額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたと

きは、消費税等仕入控除税額を減額して交付決定を行うものとする。 

３ 知事は、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでない交付の申請がなされたも

のについては、消費税等仕入控除税額について、第１４条に規定する補助金の額の確定に

おいて減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知

を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。ただし、知事が特に必要と認めると

きは、この期日を繰り上げることができる。 

 

（補助事業の内容等の変更） 

第９条 規則第７条第１項の補助事業等の内容等の変更事由は、次の各号のとおりとする。 

（１）補助事業に要する経費の減少額が３０％を超える場合 

（２）補助事業に要する経費の区分相互間（施設・設備）の３０％を超える場合 

（３）補助事業の内容に著しい変更が生じる場合 

２ 規則第７条第１項の変更申請書は、別記第３号様式によるものとする。 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業等の内容等の変更

の決定通知は、補助金の交付決定額に変更が生じるときは変更交付決定通知書（別記第４

号様式）により、補助金等の交付決定額に変更を生じないときは変更計画承認通知書（別

記第５号様式）により行うものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ別

記第６号様式による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

とき又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに、別記第７号様式による補助事

業遅延等報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１２条 規則第１１条の規定による状況報告は、別記第８号様式によるものとする。 

 

（実績報告） 



第１３条 規則第１３条の実績報告書は、別記第９号様式によるものとする。 

２ 規則第１３条の添付書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業実績書 

（２）その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項の実績報告書の提出は、補助事業が完了したとき又は第１０条の規定による廃止

の承認を受けたときは、その日から起算して１５日を経過した日又は補助金の交付の決定

のあった年度の３月２１日のいずれか早い期日までとする。ただし、知事が必要と認める

ときは、改めて提出期限を定めることができる。 

４ 第１項の実績報告を行うに当たって、消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、これ

を補助金額から減額して報告しなければならない。 

５ 補助事業実施期間内において県の会計年度が終了したときは、翌年度４月１５日までに

第１項に準ずる報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１４条 規則第１４条の補助金等の額の確定通知は、別記第１０号様式によるものとする。 

 

（補助金の請求等） 

第１５条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第１１号様式によるものとする。 

２ 補助金の交付を概算払により受けようとするときは、前項の規定に関わらず、補助金概

算払申請書（別記第１２号様式）及び補助金概算払請求書（別記第１３号様式）によるも

のとする。 

３ 前２項の請求書には、知事が別に定める書類を添付しなければならない。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１６条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により消費税等仕

入控除税額が確定した場合には、別記第１４号様式により速やかに知事に報告しなければ

ならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返

還を命ずるものとする。 

 

（財産の処分の制限） 

第１７条 規則第２１条第２項に定める処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加価

格が単価５０万円以上の機械、器具及びその他の財産とし、同項に規定する期間は、補助

事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和５３年通商産業省告

示第３６０号）に準じるものする。 

２ 規則第２１条第２項に規定する知事の承認を受けようとするときは、別記第１５号様式



により知事に申請し、あらかじめ承認を受けなければならない。 

３ 知事は、規則第２１条第２項の規定に基づいて財産の処分を承認した場合において、当

該承認を受けた補助事業者が当該承認に係る処分により収入があったと認めたときは、当

該補助事業者に対して、その収入に相当する額の全部又は一部を県に納付させるものとす

る。 

 

（その他必要な事項） 

第１８条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２８年６月２０日から施行し、平成２８年４月１４日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年８月２９日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年８月１８日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に県に対しされている改正前の要綱第９条第１項の規定による

変更申請は、平成２９年８月１８日に当該申請書を受理したものとみなして改正後の第９

条第１項の規定を適用する。この場合において、同項第１号又は第２号に定める事由に該

当しないときは、当該申請が取り下げられたものとみなす。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 

 

 



別 表 

交付対象経費区分 内  容 

施  設 

倉庫、生産施設、加工施設、販売施設、検査施設、共同作業場、

原材料置場、その他第３条の目的の範囲内で復興事業計画の実施

に不可欠と認められる施設 

設  備 

復興事業に係る事業の用に供する設備であって、中小企業等グル

ープの構成員の資産として計上するもの 

宿舎整備のための事業 

宿舎及び備付けの設備に係る費用 

 

商業機能の復旧促進のた

めの事業 

共同店舗の設置費、共同店舗及び街区の再配置に付随して行うコ

ミュニティスペース、駐車場、アーケード、街路灯、防犯カメラ、

路面舗装の整備費 

 

 

○上記の施設及び設備の復旧又は整備並びに商業機能の復旧促進のための事業に要する経費

には、施設・設備の原状回復のみならず、事業再開・継続、売上回復等に必要な新分野需

要開拓等の実施に係る取組（以下「新分野事業」という。）に要する経費も含む。また、

宿舎整備のための事業については、新分野事業に資する場合に限る。なお、新分野事業に

伴う復旧・整備等については、震災前に所有していた施設・設備の原状回復に必要な経費

に補助率を乗じた額を補助上限とする。 

○上記別表の補助対象経費には、資材・工事費、設備の調達や移転設置費、取壊し・撤去費、

整地・排土費を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１号様式（第６条関係） 

 

年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付申請書 

 

  年  月  日  

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（申請者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

 

 

    年度において、熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業を下記により実

施したいので、熊本県補助金等交付規則第３条の規定により熊本県中小企業等グループ施設

等復旧整備補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 なお、補助事業計画書及び関係書類においては、不正や偽造がないことを申し添えます。 

記 

１ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

（１）補助事業に要する経費  金         円 

（２）補助金交付申請額    金         円 （千円未満切り捨て） 

２ 補助事業の目的及び概要 

  （別紙「補助事業計画書」のとおり） 

３ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 

  （別紙「補助事業計画書」のとおり） 

４ 補助事業完了予定期日 

     年  月  日 

 

 

 

 

 

 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 



別記第２号様式（第７条関係） 

番     号  

  年  月  日  

 

 

  （補助事業者の氏名又は名称）  様 

 

 

熊 本 県 知 事          

 

 

       年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付決定通知書 

     年  月  日付けで申請のありました    年度中小企業等グループ施設等

復旧整備補助金については、熊本県補助金等交付規則第４条の規定により、下記の条件を付

けて金      円を交付することに決定しましたので、同規則第６条の規定により通知

します。 

 

記 

 

補助の条件 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第３号様式（第９条関係） 

 

年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

変更申請書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（申請者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

 

 

     年  月  日付け 第  号で交付決定通知のあった    年度熊本県中小

企業等グループ施設等復旧整備補助事業を下記のとおり変更したいので、熊本県補助金等交

付規則第７条及び熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要項第９条の規定に

より、関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 補助金等交付申請額    金         円（千円未満切り捨て） 

 （前回までの申請額     金         円） 

 

２ 変更計画の理由 

 

 

 

 

 

添付書類 

１ 補助事業変更計画書 

２ 知事が必要と認める書類 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 



別記第４号様式（第９条関係） 

番     号  

  年  月  日  

 

 

  （補助事業者の氏名又は名称）  様 

 

 

熊 本 県 知 事          

 

 

      年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金変更交付決定 

通知書 

     年  月  日付け 第   号で申請のありました    年度熊本県中小企

業等グループ施設等復旧整備補助金の計画変更については、熊本県補助金等交付規則第７条

第２項の規定により承認し、下記の条件を付け    年度熊本県中小企業等グループ施設

等復旧整備補助金の交付決定金額を金      円（前回までの交付決定金額 

金      円）に変更することに決定しましたので、同条第３項の規定により準用する

同規則第６条の規定により通知します。 

 

記 

 

補助の条件 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

 

 

 

 



別記第５号様式（第９条関係） 

番     号  

  年  月  日  

 

 

  （補助事業者の氏名又は名称）  様 

 

 

熊 本 県 知 事          

 

 

      年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業変更計画承認 

通知書 

     年  月  日付け 第   号で申請のありました    年度熊本県中小企

業等グループ施設等復旧整備補助事業の計画変更については、熊本県補助金等交付規則第７

条第２項の規定により承認しましたので、同条第３項の規定により準用する同規則第６条の

規定により通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第６号様式（第１０条関係） 

 

 

年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

中止（廃止）承認申請書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（申請者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

 

 

     年  月  日付け 第   号で（変更）交付決定通知のあった    年度

熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業について、下記のとおり事業を中止（廃

止）したいので、承認されるよう申請します。 

 

記 

 

１ 事業の概要 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

３ 中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 

 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 



別記第７号様式（第１１条関係） 

 

 

年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

遅延等報告書 

 

  年  月  日  

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（補助事業者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

                     

 

     年  月  日付け 第   号で（変更）交付決定通知のあった    年度

熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業について、熊本県中小企業等グループ施

設等復旧整備補助金交付要項第１１条の規定により下記のとおり報告します。 

記 

１ 事業の概要 

 

２ 補助事業の進捗状況 

 

３ 補助事業に要した経費 

 

４ 遅延又は困難な理由及び原因 

 

５ 今後の措置 

 

６ 補助事業の遂行及び完了の予定 

 

（注）遅延又は困難の理由を立証する書類を添付すること。 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 



別記第８号様式（第１２条関係） 

 

 

年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

遂行状況報告書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（補助事業者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

 

     年  月  日付け 第   号で（変更）交付決定通知のあった    年度

熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の    年  月  日現在の遂行状

況について、熊本県補助金等交付規則第１１条の規定により下記のとおり報告します。 

記 

区  分 
①補助事業に

要する経費 

②補助対象経

費 

③交付決定額 ④自己負担額 

（②－③） 

完了予定

年月日 決定額 実績額 

施設費 円 円 円 円 円  

設備費 円 円 円 円 円  

商業機能の復
旧促進のため
の事業 

円 円 円 円 円  

合  計 円 円 円 円 円  

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 



別記第９号様式（第１３条関係） 

 

 

年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

実績報告書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（補助事業者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

 

 

     年  月  日付け 第   号で（変更）交付決定通知に基づき、    年

度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業を実施したので、熊本県補助金等交付

規則第１３条及び熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要項第１３条の規定

により、関係書類を添えてその実績を報告します。 

 

 

添付書類 

１ 補助事業実績書 

２ 知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 



別記第１０号様式（第１４条関係） 

番     号  

  年  月  日  

 

 

  （補助事業者の氏名又は名称）  様 

 

 

熊 本 県 知 事          

 

 

      年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付確定通知書 

     年  月  日付けで（変更）交付決定した    年度熊本県中小企業等グル

ープ施設等復旧整備補助金については、熊本県補助金等交付規則第１４条の規定により、下

記のとおりその額を確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付確定額   金        円（千円未満切り捨て） 

 

２ 交付決定額   金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１１号様式（第１５条関係） 

 

 

  年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付請求書 

 

 

     年  月  日付け 第   号で確定の通知があった熊本県中小企業等グルー

プ施設等復旧整備補助金として、下記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第１

６条及び熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要項第１５条の規定により関

係書類を添えて請求します。 

記 

 

請求金額  金         円 

 

 

口 

座 

振 

替 

払 
金融機関名  支店名  

預金種目  １ 普通  ２ 当座 

口座番号   

口座名義   

直   接   払 

送   金   払 

 

  年  月  日 

（補助事業者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 



別記第１２号様式（第１５条関係） 

 

   年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金概算払申請書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（申請者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

                    

     年  月  日付け 第   号で補助金交付決定通知のあった熊本県中小企業

等グループ施設等復旧整備補助金を下記のとおり概算払くださるよう熊本県補助金等交付規

則第１６条及び熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要項第１５条の規定に

より、関係書類を添えて申請します。 

記 

（今回申請額）金        円（千円未満切り捨て） 

補助事業に 

要する経費 
交付決定額 

概 算 払 

受領済額 

今回概算払 

申 請 額 
残   額 

       円        円        円        円        円 

 

概算払を必要とする理由 

    

    

    

 

添付書類 

１ 熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備事業補助金概算払請求書 

２ 領収書（写）等の支払額が確認できる書類 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 



別記第１３号様式（第１５条関係） 

 

 

  年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金概算払請求書 

 

 

     年  月  日付け 第   号で交付決定の通知があった熊本県中小企業等グ

ループ施設等復旧整備補助金のうち、下記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則

第１６条及び熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要項第１５条の規定によ

り関係書類を添えて請求します。 

記 

請求金額  金         円（千円未満切り捨て） 

 

 

口 

座 

振 

替 

払 
金融機関名  支店名  

預金種目  １ 普通  ２ 当座 

口座番号   

口座名義   

直   接   払 

送   金   払 

 

  年  月  日 

（補助事業者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

                     

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

 



別記第１４号様式（第１６条関係） 

 

  年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（補助事業者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

                      

 熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付要項第１６条第１項の規定に基づき、

下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額（知事が確定通知書により通知した額） 

 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

３ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

 

 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 
（注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８パーセント相当額が消費税及び地方消費

税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。 



別記第１５号様式（第１７条関係） 

  年度熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

取得財産等の処分承認申請書 

 

  年  月  日  

 

 

熊 本 県 知 事          様 

 

（申請者） 

住    所  

名称（氏名）  

代表者職氏名  印 

                      

     年度において、熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金に係る補助事業

により取得した財産を、下記のとおり処分したいので承認されるよう申請します。 

 

記 

 

１ 取得財産の品目及び取得年月日 

 

２ 取得価格及び時価 

 

３ 処分の方法（売却の場合は、売却先及び売却価格を記載すること） 

 

４ 処分の理由 

 

 

 

 

 

 

 

グループ名 ：「              」 

認定番号 ：「              」 

 


